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1 本事業の概要 

1.1 背景・目的 

我が国全体の研究力の発展をけん引する研究大学群の形成のためには、大学ファンドによる国際卓越研究大学と、

地域中核・特色ある研究大学が共に発展するスキームの構築が必要不可欠である。そのためには、地域中核・特色あ

る研究大学が、特色ある研究の国際展開や、地域の経済社会や国内外の課題解決を図っていけるよう、特定分野の

強みを核に大学の活動を拡張させるとともに、大学間での効果的な連携を図ることで、研究大学群として発展していくこ

とが重要である。 

「地域中核・特色ある研究大学総合振興パッケージ」（総合科学技術・イノベーション会議決定）（以下「総合振

興パッケージ」という。）の令和５年２月改定では、研究活動を核として大学の力を向上させる際に求められる機能とし

て①「強みを持つ特定の学術領域の卓越性を発展させる機能」②「地球規模の課題解決や社会変革に繋がるイノベ

ーションを創出する機能」③「地域産業の生産性向上や雇用創出を牽引し、地方自治体、産業界、金融業界等との

協働を通じ、地域課題解決をリードする機能」の３つが示された。これらの機能を発展させ、戦略的な大学経営を支援

することを目的とした「地域中核・特色ある研究大学強化促進事業（J-PEAKS）」（以下「J-PEAKS」という。）で

は、令和５年12月に令和５年度の採択大学が決定され、令和７年１月に令和６年度の採択大学が決定されたと

ころである。 

また、令和６年度には、「地域中核・特色ある研究大学強化促進事業の制度骨子」（令和５年４月 14 日、文

部科学省科学技術・学術政策局）を踏まえ、「地域中核・特色ある研究大学の振興に係る事業設計委員会」におい

て、全体の事業評価を行うための適切な指標の検討が行われ、「地域中核・特色ある研究大学強化促進事業（J-

PEAKS）全体の事業評価実施要領」（以下「評価実施要領」という。）が決定された。 

これを受け、本委託業務では、評価実施要領に基づき、全体の事業評価に係る評価指標のデータを収集し、その調

査分析を行うことを目的とする。 

 

1.2 実施概要 

業務を進めるにあたっては、文部科学省と緊密に協議を行うこととし、定期的な打合せを実施した。また、採択大学

が作成した申請調書（研究力の向上戦略及び研究力向上計画、資金計画、アウトプット及びアウトカムの測定指標

等）を分析した上で業務にあたり、令和６年度実施の「地域中核・特色ある研究大学強化促進事業（J-PEAKS）

を通じて生まれる成果を把握し可視化するための指標設定に向けた調査分析に関する業務」の報告書及び「地域中

核・特色ある研究大学強化促進事業（J-PEAKS）全体の評価実施要領」、「各評価指標の取得等イメージ」、「来

年度の指標取得スケジュール」（以下「評価実施要領等」という。）を理解し、全体の事業評価の考え方や各指標の

趣旨に基づいて業務を遂行した。 

本事業では、下記に掲げる(1)～(4)の業務を行い、本報告書においては各業務の実施報告を行う。 

(1)評価指標の採択大学からのデータ収集及び分析に係る業務 

Ⅰ.定量指標 

Ⅱ.レポート調査 

Ⅲ.アンケート調査 

(2)(1)以外の指標データの分析に係る業務 

Ⅰ.論文関連指標データの分析に係る業務 

Ⅱ.Ⅰ以外の指標データの分析に係る業務 
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(3)令和６年度採択大学への対応に係る業務 

(4)評価実施要領に定める指標以外のデータ収集に係る業務 

Ⅰ.産業界における J-PEAKS の認知度等に係る調査 

Ⅱ.海外大学からのレピュテーションに係る調査 

Ⅲ.新たな学術領域の形成過程の把握に向けた調査 

 

 

2 評価指標の採択大学からのデータ収集及び分析 

2.1 定量指標 

2.1.1 調査目的 

評価実施要領に定める指標のうち、採択大学からデータを収集する指標について、データ収集及び分析を行った。J-

PEAKS の効果を客観的に分析し、国際社会における位置づけ等を確認することを目的とした。 

 

2.1.2 調査方法 

採択大学に対して、「R7 年度定量指標提出用紙」の提出を依頼し、得られたデータを分析した。事業全体の評価

として、J-PEAKS 採択後の成果を評価するため、申請時点を起点に、採択年度の違いによる進捗状況を考慮するた

め以下の 3分類で集計を行った。 

➢ J-PEAKS 採択大学全体 

➢ 令和5年度 J-PEAKS 採択大学全体 

➢ 令和6年度 J-PEAKS 採択大学全体 

なお、大学規模の違いによる集計への影響を考慮するため、各分類の集計は単純平均ではなく、大学ごとの変化率

をグループ化し集計した。 

また、J-PEAKS採択大学の各指標データを分析するだけでなく、J-PEAKS採択大学の規模や研究力等を踏まえ

た国内外のベンチマーク先機関を設定し、データを収集・分析した。 

 

2.1.3 今年度調査内容 

J-PEAKS 採択大学に係る分析を通じて、J-PEAKS を通じた全体的な事業の成果を把握するための分析を行っ

た。ベンチマーク大学との比較分析を通じて、J-PEAKS の現在地を定点観測し、今後経年変化を確認するための分

析を行った。 

 

2.2 レポート調査 

2.2.1 調査目的 

J-PEAKS 採択大学の取組に関して、定量指標の背景にある取組の質やインパクトを補完することを目的に、各大

学に「レポート記載用紙」の提出依頼を実施し、ヒアリングを行った。 

 

2.2.2 調査方法 

レポートの内容を分析し、好事例を整理するとともに、レポートに表れていない成果を取り上げる観点からヒアリングを

実施した。 
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具体的には、各大学から提出された「レポート記載用紙」を分析することで優れた事例を抽出した。レポート内容の分

析は J-PEAKS で成功している状態を踏まえて評価される内容か否かを分析するためであり、先進性（取組内容が他

大学より踏み込んでいるかどうか）、成長性（事業採択前後での変化があるかどうか）、持続性（取組の持続性があ

るかどうか）の観点から優れた事例を抽出した。その上で、個別大学に対して優れた事例に関するヒアリングを実施し、レ

ポートでは把握しきれないプロセス、課題、工夫を確認した。 

 

2.2.3 今年度調査内容 

レポート調査及びヒアリングを通じて、各大学の好事例（制度設計の工夫、意思決定プロセス、課題と改善、先進

事例を参考に大学の特色を活かしたアレンジのいずれかが語られている事例）を整理し、J-PEAKS 事業全体の進捗

を分析するために、好事例とロジックモデルとの対応関係を整理した。 

 

2.3 アンケート調査 

2.3.1 調査目的 

各大学に対する統一的なアンケートを通じ、客観的な視点から評価・成果の信頼性を確認することを目的に、評価

実施要領に示すアンケート項目について、各 J-PEAKS採択大学の全教職員へのアンケートを行い、教職員・研究者

の実態を把握した。 

 

2.3.2 調査方法 

J-PEAKS 採択大学の全教職員・研究者を対象に、ウェブフォームによるアンケート調査を実施した。また、回答率向

上を図るため、2 回のリマインドを実施した。 

 

2.3.3 今年度調査内容 

全大学及び大学ごとの集計結果をそれぞれ取りまとめ、後者については文部科学省と協議の上、各大学にフィードバッ

クとして共有した。 

 

 

3 指標データの分析 

3.1 論文関連指標データの分析 

3.1.1 調査目的 

J-PEAKS 採択大学の研究力の現状及び J-PEAKS の事業効果について、学術的卓越性の強化の観点から確認

するため、「地域中核・特色ある研究大学強化促進事業（J-PEAKS）全体の評価実施要領」における評価指標Ⅰ

「学術的卓越性の強化を通じた特色ある研究の国際展開」のうち①②③⑧、評価指標Ⅲ「研究大学群の形成」のうち

②⑤⑥⑦について、文部科学省から貸与される論文データベースから抽出したデータを分析した。（再掲：地域中核・

特色ある研究大学強化促進事業（J-PEAKS） 全体の事業評価実施要領 別紙（令和７年２月28日）） 

https://www.mext.go.jp/content/20250228-mxt_sanchi01-000025865_5.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20250228-mxt_sanchi01-000025865_5.pdf
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3.1.2 調査方法 

各評価指標に対して分析軸等を設定し、J-PEAKS各採択大学の研究力を論文関連データから調査を実施した。

一部指標において、データベース上の論文登録数の揺らぎを考慮し、１年、３年、５年の３種類によるデータ分析手

法を設定した。J-PEAKS採択大学の各指標データを分析するだけでなく、J-PEAKS採択大学の規模や研究力等を

踏まえた国内外のベンチマーク先機関を設定し、データを収集・分析した。 

 

3.1.3 今年度調査内容 

来年度以降、J-PEAKS採択大学がそれぞれ経年比較可能なようにデータセットを整理した。一部指標においては、

単年・3 年・5 年の時間軸で分析を行った。 
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3.2 論文関連以外の指標データの分析 

3.2.1 調査目的 

J-PEAKS 採択大学の研究力の現状及び J-PEAKS の事業効果について、研究大学群形成の観点から確認する

ことを目的とし、評価指標Ⅰ「学術的卓越性の強化を通じた特色ある研究の国際展開」のうち⑥、評価指標Ⅱ「研究

成果の社会実装を通じた地域・国内外の課題解決」のうち③⑤、評価指標Ⅲ「研究大学群の形成」のうち①につい

て、調査を行った。 

 

3.2.2 調査方法 

各評価指標に対して分析軸等を設定し、J-PEAKS各採択大学の研究力を論文以外のデータから調査を実施し

た。分析するデータは、J-PEAKS 開始後（令和５年度以降）のデータのみならず、J-PEAKS の事業効果が現れて

いるかを確認するため、比較対象となる J-PEAKS 開始前のデータも合わせて文部科学省から借用し、分析に活用し

た。 

 

3.2.3 今年度調査内容 

来年度以降、J-PEAKS採択大学がそれぞれ経年比較可能とするべくデータセットを整理した。 

 

 

4 令和６年度採択大学への対応 

4.1 分析内容・結果整理 

令和６年度 J-PEAKS 採択大学が作成した申請調書（研究力の向上戦略及び研究力向上計画、資金計画、

アウトプット及びアウトカムの測定指標等）を分析し、各大学の取組の全体像が分かるように体系的に整理した。 

 

 

5 

論文以外の指標データ分析概要

分析の概要評価指標分 

 分析軸： 期・中長期の軸と  ・受 の軸で分析 国際的な 的  数Ⅰ

 分析軸：各採択大学ごとに単年の時間軸で分析

 共 研究数・受託研究数

Ⅱ

 知的 産 等収 ・特  実施等収 

 学外 用に対応した共用研究設 ・機 の数及び 用 数Ⅲ

 来年度以降、研究大学群の形成を目的としてJ-PEAKS採択大学を客観的に評価するため、各種分析を実施
し、データセットを作成した。
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5 評価実施要領に定める指標以外のデータ収集 

5.1 産業界における J-PEAKS の認知度等に係る調査 

5.1.1 調査目的 

制度骨子における 「事業の実施にあたっては、総合振興パッケージを踏まえ、産業界や地方自治体をはじめとした社

会から、知の価値に対する大学への投資を呼び込んでいくためにも、文部科学省及び振興会は、多数の研究大学群や

他省庁とともに、本事業の取組を広く社会へ発信していくことが重要である。」という記載を踏まえ、産業界に対して本事

業の認知度や印象等を測り、事業及び研究大学群に対する期待の変化を捉えることを目的とした。 

 

5.1.2 調査方法 

リサーチクエスチョンを設定のうえ、調査回答者の属性、認知の観点、ニーズの観点からなる調査項目を設計した。 

研究開発の規模が 1 億円以上の上場企業 784 社を対象とし、ウェブフォームによる認知度・理解度調査を行っ

た。文部科学省と協議の上、今回は産業界における J-PEAKS事業の認知度・理解度に焦点を当てることとし、自治

体は調査の対象外とした。 

 

アンケート調査の概要

調査対象 研究開発の規模が比較的大きい企業 84社

調査開始日 1 月2 日(月)

調査項目
認知の観点

ニーズの観点 課題・ニーズ

認知(広さ)

理解( さ)

属性

回答 切
一次 切：11月21日(金)
 次 切：12月12日(金)

 J-PEAKS事業の認知度・理解度および産業界・自治体からのJ-PEAKS事業への期待やニーズを把握するため
に784社を対象にしたアンケート調査を実施した。

調査目的
J-PEAKS事業の認知度・理解度を調査する
産業界・自治体からのJ-PEAKS事業への期待やニーズを調査する

4 

  

 事業開始から日が いため、 J-PEAKSの認知は大学政策・産 学連携に関 のある のみに 定されているのではないか 

 今後は認知のすそ野拡大に向けて、関 の い ・ 関  をター ットにした広報施策が必要ではないか 

 効果的な広報チ  ル 定や ンテン 提 を実現するためには、ター ットニーズを把握し、応える必要があるのではないか 

 らかにしたい
こと

 認知：関 の い ・ 関  がアクセスしている広報チ  ル、興 の持ちやすい ンテン 

 ニーズ：属性ごとのニーズおよび効果的な 報提 の 方

デモグ フィック 報(企業 、部  、 職 )

サイ グ フィック 報(  の 報収集チ  ル、大学政策や産 学連携への関 興 )

ジ グ フィック 報( 在地)

J-PEAKS事業の認知度

認知のきっかけ(広報チ  ル)

J-PEAKS事業内容の理解度

関 のある取り組み

J-PEAKS事業参画に関する課題

 ましい 報提 
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5.1.3 今年度調査内容 

各設問の集計のみならず、文部科学省による J-PEAKS支援策を検討するためにクロス集計を実施し、効果的な

広報チ  ルの 定や産業界のニーズをより詳細に把握するための分析を実施した。 

 

67

アンケート調査対 の 定

 定方 

 スタートアップといった出  りの企業ではなく、研究開発に
取り組んでいる企業を調査対象とする

 大学等への投資に資する規模 を考慮し、大企業を   
集 を設定する

 定基 

 （回答率2   込の場合）1   以上の回答を得るた
めに、 集 の 業 は5  社以上に設定する

 研究開 の  が比較的大きい企業を対象にするため、研
究開発 を1 億円以上（1 億 め）に設定する

 大 業 中  業も めるため、資本金や り上げ、上
場 分でのフィルタリングは行わない

 定方法
 経済 報プ ットフォーム スピー （S     ）を用いて 
定する

 大学等への投資を呼び込 というJ-PEAKS事業の目的を  し、一定以上の研究開発に取り組 企業かつ投
資 力が い企業からを対象とするため、研究開発 を1 億円以上投じている上場企業を基 とし、調査対
象を設定した。

 また、アンケートの回答者は、各企業において重視する産学連携機能についても把握するために、調査依頼はが
きを「産学連携部 」として  し、企業内で重視する部 に回 してもらうこととした。

 調査対象企業の 定  回答者の設定

設定方 
企業からの「投資」の定 を企業に委 、回答企業が重視する
産学連携の機能に 定して調査する

アンケートの
  方法

 調査依頼はがきの  先を「    会社産学連携部
 」として、回答者は各企業の  に委 る

 上記手法をとることで、企業ごとに重視する産学連携の機能
についての 報を得るとともに、機能ごとに必要な打ち手の検
討  を調査する。

2

 A  A分析の結果から、 J-PEAKSの認知拡大、 文科省の産 学連携への関   、 文科省の産 学連携への実
際の取組  を補強する必要がある。

 J-PEAKSのメリット及び スト等を日本経済新 で発信することで認知が拡大し( )、JSPSのJ-PEAKSウェブサイトに「企業
向けウェブ ージ」を作成して企業が知りたい 報をまとめて掲載する(  )ことで、関 を  させ、取組みを促すと考える。

産業界の認知度調査サ  

 J-PEAKSの認知の 野拡大

 「新技術開発」、「技術シーズの  ・関
連技術の 報収集」、「新  開発」、
「社内  の 成・確 」を実現したい。

 企業にとってのメリット（得られる知の価値、
研究シーズ、大学 ジョン）と ストや手間
（研究成果実用化・事業化プロセス、対
価）の 報を求めている。

 検 エンジンや新 （日本経済新 ）
を 報収集 としている。

   や技術開発、または技術 報収集
に資するために、メリット（得られる知の価
値、研究シーズ、大学 ジョン）と ストや
手間（研究成果実用化・事業化プロセ
ス、対価）の 報を日本経済新 で発
信することで、認知を拡大させると考える。

 J-PEAKSを認知し、文科省の産 学連携
に関 がない の関 を める

解決策 

 具体的な研究に関する 報（研究者、
組 体制、研究シーズ、大学 ジョン）の
 報が不 している。

 JSPSのJ-PEAKSウェブサイトで各対象に以下の「企業向けウェブ ージ」を作成する。
 「J-PEAKSをもっと知りたい 」 ージ：具体的な研究に関する 報（研究者、組 

体制、研究シーズ、大学 ジョン）を掲載することで 報を補い、すでに認知している企
業が興 を くようになると考える。

 「J-PEAKSによる大学連携をしたい 」 ージ：企業の得られるメリットと スト（「知の
価値」と「対価」）を掲載し 報を補うことで、産 学連携に 意ある企業がより連携を
促すことができると考える。

 J-PEAKSを認知し、文科省の産 学連
携に取り組  意がある の行動を促す

 具体的な研究に関する 報（研究者、
組 体制、研究シーズ、大学の ジョン）
及び企業の得られるメリットと スト（「知
の価値」と「対価」）の 報が不 してい
る。

連携の課題

調査目的  広報 における文部科学省のJ-PEAKS支援策

回答者の
A  A分析
(対象 81 )

A 認知  J-PEAKS 
認知   る
対  33 

  関   J-PEAKS 認
知  文  の産 学連
 施 に関  ある
対  24 

      J-PEAKS 
認知  文  の産 学
連 施 に    た 
対  24 

A     J-PEAKS 
認知   に文  の産
 学連 施 に  中
対  12 

 認知までに
59   している

  意から行動  で
5    している

 認知から関   で
25   している
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5.2 海外大学からのレピュテーションに係る調査 

5.2.1 調査目的 

J-PEAKS 採択大学が研究活動の国際展開を図り、それぞれが強みを持つ研究領域において、「世界トップグループ

に位置 けられる評価を受け、世界的なプレゼンスを獲得しているか」等を測ることを目的とした。 

 

5.2.2 調査方法 

海外の研究力上位大学72大学、日本の研究力上位大学 9大学を調査対象として 定し、大学間連携におい

て最も重視する要因等を調査した。 
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5.2.3 今年度調査内容 

連携目的や地域によって大学間連携の重視要素に差異がみられるなど、日本国内・海外との比較分析を行った。 
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5.3 新たな学術領域の形成過程の把握に向けた調査 

5.3.1 調査目的 

J-PEAKS 採択大学が世界的にプレゼンスのある研究拠点となるための方策の１つとしては、新たな学術領域を形

成していくことであり、本調査は新たな学術領域の形成過程を捉えることを目的とした。 

 

5.3.2 調査方法 

各 J-PEAKS 採択大学へのヒアリングにおいて、新たな学術領域の形成、あるいはその兆しについて確認した。得られ

た メントに対して、タイプ及びフェーズの 軸で整理した。 

 

5.3.3 今年度調査内容 

ほとんどの大学は既存分野の融合や外部連携を通じて、新たな分野形成に向けて取り組んでいることが分かった。来

年度以降の進捗を比較できるように、全大学の進捗状況を取りまとめた。 

 

 

6 その他 

全体の事業評価の円滑な実施に影響の生じる可能性がある 報については、非公開とする。 

 


